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河川堤防における非破壊調査手法の研究

－非破壊調査手法の検討と物理探査の適用－

小西　千里・林　宏一・阿部　知之・田中　敏彦

A study of nondestructive investigation methods for a levee 

- A study and an application of geophysical methods - 

Chisato Konishi, Koichi Hayashi, Tomoyuki Abe and Toshihiko Tanaka 

Abstract

For a safety evaluation of a levee, it is important to estimate materials of the body and foundation of the levee. 

However, the total distance of the existing levee is too long to carry out investigations. Therefore an effective and 

low-cost investigation method is desired now. For the purpose of the development of cost effective investigation 

for the levee, we conducted the field experiment of nondestructive investigation using various kinds of geophysical 

prospecting at Kuwano river in Tokushima prefecture. Applied methods are electrical methods (Ohmmapper, 

dipole-dipole array), electromagnetic method (GEM-300), and surface wave method. Electrical and electromagnetic 

methods have been used to estimate resistivity of the body and foundation of the levee. The surface wave method 

has been used to estimate shear wave velocity and the stiffness of the levee. 

In this paper, various survey results are shown and two procedures are explained.  One is a way to 

discriminate soil materials using crossplot of shear wave velocity and resistivity of the ground. The other is a way 

to develop a new geological profile using existing geological information and obtained geophysical prospecting 

results. Additionally, an effective investigation method for a levee survey is also proposed. 

Keywords: levee, nondestructive investigation, geophysical methods, Shear wave velocity, resistivity 

（要　旨）

河川堤防の安全性評価においては，堤体や基礎地盤の土質等の地盤情報を的確に把握することが重要であるが，対象

とする堤防の延長距離が長いことから，効率的かつ低コストの調査手法の開発が求められている。筆者らは河川堤防に

おける効率的な調査手法の開発を目的として，徳島県の桑野川堤防において各種非破壊調査手法の適用性に関する比較

調査を実施した。適用した非破壊調査は，電気探査（牽引式電気探査，ダイポール・ダイポール法）電磁探査（GEM300），

表面波探査の3種類の物理探査である。電気探査と電磁探査は，地盤の比抵抗分布から堤体と基礎地盤の土質分布を推

定することを目的として実施した。表面波探査は，地盤のS波速度分布から堤体と基礎地盤の土質，および地盤の概略

的な強度分布を推定することを目的として実施した。

本論文では，各探査の結果を示すとともに，得られた比抵抗とS波速度から堤体および基礎地盤の土質区分を行う方

法と，既存の推定土質断面図を元に探査結果を考慮した土質断面図を作成する方法を提案した。また，堤防調査におけ

る非破壊調査の有効な適用方法についても提案した。

キーワード：河川堤防，非破壊調査，物理探査，S波速度，比抵抗
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１．はじめに

河川堤防は治水施設の根幹をなすものであり，洪水等

で堤防がその機能を喪失または低下することを回避する

ため，順次点検が行われている１）。堤防点検にあたっ
ては，まず既往報告書，旧地形図，地形分類図，築堤履

歴，被災履歴といった既存資料を整理することにより，

安全性検討箇所選定のための調査が行われる。この調査

結果は現況堤防縦断面図として整理され，この結果をも

とにして安全性検討の代表断面が選定される。

次に安全性照査のための調査が行われる。河川堤防の

浸透による被害は，降雨および河川水の浸透により堤体

内の浸潤面が上昇し起こるすべり破壊（浸潤破壊）と，

基礎地盤の浸透圧の上昇によるパイピング破壊（浸透

破壊）が主なものである。これらの浸透に対する安全性

の照査のためには，照査を行う断面の土質構成，透水特

性，強度特性が必要とされる２）。現状これらの特性を求

める方法として，ボーリングなどによる点の調査を実施

しているが３）４），堤防の築堤履歴や河道の変遷の歴史等

を考えれば，堤体材料の不均質性や基礎地盤の複雑さを

ボーリング調査のような点のみの調査で把握することに

は限界があると考えられる。また，膨大な延長をもつ既

存河川堤防に対しては調査費用が増大するという経済的

な問題もある。

こうした課題を補う手法として，非破壊調査によって

堤体や基礎地盤の土質分布状況を効率的かつ連続的に把

握することができれば，堤防の安全性を評価する上でき

わめて有効な情報となる。また，非破壊的な物理探査手

法と従来のボーリング調査を組み合わせることで，これ

までの手法に比べ，効率的に精度よく，低コストで堤防

の安全性を評価できると考えられる。

そこで，河川堤防における効率的な調査手法の開発を

目的として，徳島県の桑野川堤防において各種物理探査

を実施し，それらの適用性について検討した。

２．河川堤防における非破壊調査のニーズ

河川堤防は長い治水の歴史の中で土により築造されて

きた構造物であり，以下に示すような特性を有している。
■　 連続する堤防は長い延長をもつ線状構造物である。
■　 堤防は，築造箇所の選択ができないため，多種多様

な地盤条件の上に築造されている。（旧河道・落堀跡・

自然堤防縁辺部など堤防の安定上問題となる地形の

上を通過することを余儀なくされる。）
■　 堤体は種々の土質材料から構成され，内部の土質構

造は複雑である。

堤防の調査においては，これらの特性を十分に考慮し

て調査を行う必要がある。ここでは，河川堤防の調査に

おいて考慮すべき事項をまとめ，非破壊調査手法の主な

ニーズを示す。

２．１　堤防縦断方向の土質構成の把握

堤防の浸透に対する安全性を評価する上では，堤体と

基礎地盤の土質構成を可能な限り詳細に把握する必要が

ある。また地震時の液状化の問題を考える場合にも土質

構成を詳細に把握することは重要である。

現状では，ボーリング調査が1～2kmの間隔で実施さ

れているが５），必ずしも十分とはいえず，またこれ以上密

な間隔で調査を実施することも効率性や経済性の点で難

しい面がある。したがって，非破壊調査によりボーリン

グ調査結果を補完して，より連続的に堤防の縦断方向の

土質構成を把握できれば，詳細調査区間の選定や安全性

評価の精度向上にも役立ち，その意義は大きいと考えら

れる。

２．２　堤防横断方向の土質構成の把握

河川堤防の多くは，古くは自然状態の河道に合わせて

築堤したことに始まり，以後は災害のたびごとに，嵩上

げや拡幅等を繰り返して現在の姿に至っている。築堤材

料や施工方法も時代によって様々であり，堤体内の横断

方向の土質構成は，築堤履歴に応じてきわめて複雑な状

況にあることが多い。

河川堤防の浸透に対する安全性の詳細点検では，堤防

横断方向に3本以上のボーリング調査を実施して堤体内

の土質構成の把握を行うことを基本としているが６），築

堤履歴に関する情報が少ない状態でボーリング調査結果

のみをもとにして横断方向の土質構造を推定することは，

困難な場合が多い。また，ボーリング調査を3本以上実

施することはさらに調査費用を必要とする。したがって，

非破壊調査によりボーリング調査結果を補完して堤防横

断方向の土質構成を把握できれば，個々の検討断面に対

する安全性評価をより適切に行うことが可能となるほか，

調査経費の面からも有利となり，その意義は大きいもの

と考えられる。

２．３　弱点箇所の抽出

河川堤防の安全性を評価する上では，洪水や地震に対

して問題となる弱点箇所を広範囲にかつ効率的に抽出す

ることが求められる。

これらの弱点箇所を確実に把握するには，点の調査で

は限界があるため，線的あるいは面的な調査手法を適用

することが望ましく，非破壊調査手法の適用が期待される。

例えば，浸透に対して問題となる弱点箇所としては，以

下のものがあげられる。

（１）要注意地形の分布箇所

要注意地形には以下のものがある。

①　旧河道

新しい旧河道では砂・礫の河床堆積物がそのまま残り，

古い時代に形成された旧河道では昔の河床の砂・礫の上
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にシルト質の土砂（粘性土等）が覆っている。この粘性

土は工学的には強度がきわめて弱く，堤防裏のり側にこ

の旧河道の粘性土があった場合には法すべりの原因とな

りやすい。また，旧河道に砂礫が堆積する場合には，洪

水時には現河床から河川水が流入し，あるいは降雨水が

旧河道沿いに地下水として流れるので，堤内側に高い水

圧が作用することになる。したがって，高水時にはこの

旧河道沿いに漏水やボイリングを起こしやすい。

②　落堀・旧落堀

過去の破堤でできた池または池の跡で，現在も池または

湿地帯で残っているものもあるが，埋められたものも多い。

これらが堤防に接して存在していると，地形的に標高が

低いので漏水を生じやすい。また，降雨で湛水しやすい

ために裏のり側の堤体のり尻の強度を低くする原因とな

る。

③　旧川微高地

かつての河川の中に形成された砂州などの微高地で，地

質は砂，礫の透水層で構成されることから，高水時に基

盤漏水の原因となることが多い。

（２）基礎地盤内の異物や空洞

地中に丸太，材木，石，コンクリート塊等の異物が存

在すると，洪水時に弱点箇所になりやすい。このような

異物は，旧落堀や旧水路跡などに存在する可能性がある。

また，過去にパイピングが生じた箇所などでは，地中

に空洞が残っている場合があり，高水時に漏水やパイピ

ングの発生原因となりやすい。

（３）構造物周辺の堤体内の緩みや空洞

樋門や水門等の構造物周辺では，設置後に堤防の沈下が

発生し，堤体内に緩みや空洞が発生する場合がある。こ

の部分は，高水時に漏水やパイピングの発生原因となり

やすい７）。

（４）護岸背面等の空洞や堤体内の異物

護岸の変状等に伴い，護岸背面の土砂が吸出しを受け，

護岸背面に空洞が生じることがある。また，施工時期が

古い堤防では，築堤時の異物（ガレキ，木）が残存して

いる可能性がある。これらの存在は，高水時に緩み域や

空洞を拡大させ，パイピングを助長する恐れがある。こ

のような箇所では，侵食に対して護岸機能が失われる恐

れがある。

以上より，河川堤防の調査・設計体系における非破壊

調査のニーズを総括すると表－１，図－1のようになる。

３．非破壊調査の適用実験

先にまとめた堤防調査における非破壊調査のニーズに

対して物理探査手法の適用性を検討するため，実際の堤

防において現場実験を実施した。 

３．１　現場実験を行った地点の概要

各種物理探査の適用性評価実験を実施した地点は，徳

島県阿南市を流れる那賀川の支流である桑野川の左岸，

距離標6.0k～7.8kの区間である。那賀川流域は日本有数

の多雨地帯といわれており，支流の桑野川でも豪雨によ

る洪水被害が起こっているが，既存資料によれば調査区

間の堤体には被災履歴はなく，護岸・根固めの被災が記

録されているのみである。

桑野川の堤防は昭和23～36年に築堤されたものであり，

築堤履歴は明らかではない。調査区間には2箇所の樋門

が存在する。調査区間を図－2に示す。

３．２　物理探査の適用性評価実験

３．２．１　実施内容

桑野川で適用した物理探査手法は，電気探査（牽引式

電気探査，ダイポール・ダイポール法），電磁探査（GEM300），

表面波探査である。電気探査や電磁探査は，地盤の比抵

抗分布から堤体と基礎地盤の土質分布を推定することを

目的として実施した。表面波探査は，地盤のS波速度分

布から堤体と基礎地盤の土質分布，および地盤の強度分

布を推定することを目的として実施した。

今回の実験では，測定上および現場条件の制約等から

堤防縦断方向の測線を中心に測定を行った。縦断方向の

測線は，アスファルト舗装した堤防天端上と，堤内側と

堤外側の堤防法尻の合計3測線を設けた（図－3）。堤防

横断方向の測定は比抵抗電気探査のみを部分的に行った。

今回の現場実験で適用した物理探査手法とその目的を

表－2に示す。
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表－ 1　堤防の安全性照査・設計に係る現状の調査手法と非破壊調査適用のニーズ

Table 1　Existing investigation methods and requirements for nondestructive methods to assess and design levees

図－ 1 表－１の参考図

Fig. 1 Description of Table 1



河川堤防における非破壊調査手法の研究 23

表－ 2 適用した物理探査手法とその目的

Table 2 Applied geophysical methods and their objectives

図－ 2　調査測線区間

（桑野川航空写真　撮影：平成 16 年 4 月　縮尺　1:6500　国土交通省四国地方整備局　那賀川河川事務所８）に加筆）

Fig. 2　Survey line

図－ 3 調査測線位置模式図（断面図）

Fig. 3 Survey line (Profile)
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３．２．２　各種物理探査手法の説明

各手法の原理・特徴，および今回の実験で考慮した事

項などについて以下にまとめる。
■　牽引式電気探査（オームマッパー）

牽引式電気探査（以下、オームマッパーと記す）は，

従来の電気探査のように電極棒を打設する必要がない新

しい電気探査手法である９）。したがって，得られる物理

量としては，従来の電気探査と同様に比抵抗分布である。

しかし，電極棒を打設する必要がないため作業効率がは

るかに優れているという特徴があり，堤防調査のような

長大測線で最も効果的な手法と期待される。ただし適用

事例がそれほど多くないため，今回は測線のある区間に

おいて従来の電気探査を同一測線で実施し，従来の電気

探査結果との比較を行った。

■　表面波探査

表面波探査は，地盤の地表付近を伝わる表面波（レイ

リー波）を多チャンネルで測定・解析することにより，深

度20m程度までの地盤のS波速度を求める技術である10）。

S波速度は物質の硬さなど工学的な目安となる剛性率に関

係する物理量であり，地盤の動的特性の把握・検討など

には不可欠なパラメータである。

表面波探査を用いることで，広範囲のS波速度構造を

容易に把握することが可能となる。表面波探査は，河川

堤防の調査においても適用例が増えつつある。

■　EM探査

今回利用したGEM-300のシステムは，電磁探査法のひ

とつであり，周波数領域での電磁誘導現象を利用したも

のである11）。GSSI社製のGEM-300は，1.9m長の棒状樹

脂の中に，一方に送信コイル，他方に受信コイルが配置

されており，測定者が1人で測定できる簡易なシステム

となっている。

EM探査では，地盤中に金属物のような導電性の高い物

質があると周辺地盤との間に大きなコントラストが生じ

るため，導電性物質の埋設位置を検出することができる。

そのため，これまでは金属探査などに多く利用されている。

ただし今回は，得られる導電率（比抵抗の逆数）から地

盤の土質分布を推定することを試みた。

■　比抵抗電気探査

二次元比抵抗電気探査は，直流比抵抗法に基づく探査

技術である。これは地盤に人工的に電流を流し，それに

よって生ずる電位分布を測定して，地盤内の電気比抵抗

の分布を解析する方法である。地盤の比抵抗は，土質の

種類（土粒子の比抵抗）や地層水比抵抗，間隙率，およ

び飽和度等により変化する。すなわち，比抵抗はこれら

土質パラメータの関数と考えられる。したがって，地盤

の比抵抗からこれらの土質パラメータを推定することが

できる。

電気探査は，電極の配置方法によってポール・ポール

法（二極法），ポール・ダイポール法（三極法），ダイポー

ル・ダイポール法（四極法）といった測定方式があるが，

今回の調査ではダイポール・ダイポール法による測定を

行った。

３．３　物理探査結果

３．３．１　縦断方向の各種物理探査結果

堤体を対象として行った天端測線の各種物理探査結果

を図－6に，基礎地盤を対象として行った測定のうち，

堤外測線の結果を図－7に示す。EM探査で得られた導電

率（比抵抗の逆数）の結果は用いた３つの周波数それぞ

れプロファイル図として図化した。なお，得られた導電

率は相対的な値であり，見掛け導電率として表した。オ

ームマッパー，表面波探査の結果はそれぞれ断面図とし

て表示した。

EM探査，オームマッパーはともに地盤の電気的な特性

図－ 4 オームマッパー測定模式図

Fig. 4 Ohmmapper survey

図－ 5 表面波探査測定模式図

Fig. 5 Surface wave methods
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を測定しているものであるが，探査深度が異なっている。

EM探査はごく表層部の比抵抗変化を反映していると考え

られ，オームマッパーは深度10m程度までの比抵抗構造

を反映していると考えられる。

以下，各種物理探査結果について述べると共に，オー

ムマッパーと比抵抗電気探査結果との比較を行う。

（１）天端測線（堤体）の結果

EM探査の結果の大きな傾向としては，距離程800m付

近から導電率が高くなる傾向が見られる。また部分的に

低導電率を示す区間も見られる。オームマッパーの結果

と比較すると，高導電率を示す区間で低比抵抗（つまり

高導電率），低導電率を示す区間が高比抵抗となっており，

両者の結果がよく対応している。したがって，EM探査が

比較的地盤の比抵抗構造を捉えていることがわかる。なお，

EM探査結果中にスパイク状に導電率が大きくなっている

部分がいくつか見られるが，これらは橋や道路標識，樋

門など金属物が付近に存在した位置に対応している。

オームマッパーの結果に堤体と基礎地盤のおおよその

境界線を記入したが，堤体は基礎地盤よりも比抵抗がや

や高くなっており，これは飽和度の違いによるものと考

えられる。

表面波探査結果では，堤体下の基礎地盤の方がS波速

度は大きく，オームマッパーの結果で特に高比抵抗を示

す位置（距離程700～800m）でS波速度が大きい。また，

距離程100～300mで小さなS波速度を示している。

（２）堤外測線（基礎地盤）の結果

堤外測線のEM探査の結果は，天端測線と比べて変化

が大きく，スパイク状のノイズも多く含む。大きな傾向

としては，距離程850m付近から導電率が高くなる。これ

は，天端測線の場合とほぼ同様である。同じ区間のオー

ムマッパーの結果は低比抵抗を示しており，両者はよく

対応した結果となっている。

オームマッパーの結果では，距離程400m付近と700～

800mで特に高比抵抗を示している。

表面波探査結果では，オームマッパーの結果で高比抵

抗を示した位置でS波速度が大きな値を示している。一方，

距離程900m付近はS波速度が小さな値を示す。

距離標 7k400 付近には既存データとして標準貫入試験

によるN値を併せて示したが，S波速度とN値はよく対

応している。

オームマッパーと表面波探査結果には推定の地下水位

を表示したが，地下水位深度を境に物性が大きく異なる

ということはない。

３．３．２　オームマッパーと比抵抗電気探査の比較

オームマッパーの結果との比較を目的として行った縦

断方向の比抵抗電気探査のうち，堤体天端測線の結果を

図－8に示す。比抵抗探査結果の距離程290～350m の

位置において浅部に高比抵抗の層が見られるが，同じ位

置のオームマッパーの結果にも同様に浅部に高比抵抗の

層が見られる。また，距離程350m以降で比抵抗が高く

なっている傾向もオームマッパーの結果と同様であり，

最も高比抵抗を示す位置も同一である。一部，比抵抗探

査でみられる細かな変化はオームマッパーでは捉えられ

ていないが，概ね両者は同様の結果を示していると判断

できる。

基礎地盤測線の結果においても，比抵抗電気探査とオ

ームマッパーの結果はほぼ同様の結果を示した。したが

って， 堤体や基礎地盤（表層部）の土質区分を概略的に把

握する目的に対しては，通常の比抵抗探査と同様に扱え

ると判断できる。

図－ 8     従来の電気探査とオームマッパーの結果の比較（上：通常の電気探査　下：オームマッパー）

Fig. 8      Comparison between traditional resistivity method and Ohmmapper（Top: Resistivity method Bottom: Ohmmapper 
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４．探査結果に基づく堤体・基礎地盤の評価

ここでは，各種物理探査結果から堤体・基礎地盤を評

価する。堤体は土質構成と締固め度について，基礎地盤

は土質構成，旧河道のような要注意地形の抽出について

の評価が重要である。なお，地盤の比抵抗（導電率）を

求める探査としてオームマッパー，EM探査，比抵抗電気

探査と複数の探査を実施したが，EM探査は探査深度が浅

いこと，比抵抗電気探査は全区間で測定を行っていない

ことから，ここではオームマッパーにより得られた比抵

抗を用いることにする。

４．１　堤体の評価

堤防堤体の評価において重要な事項は，①堤防断面の

土質構成，②土層の締固め度，③個々の土層の透水性と

せん断強度であるが，物理探査手法から直接的にこれら

の指標を求めることはできない。しかしながら，透水係

数やせん断強度については現状では難しいものの，土質

構成や締固め度については，物理探査で得られる地盤の

比抵抗やS波速度といった物性値から間接的にそれらを

推定することが可能である。ここでは物理探査結果を用

いて堤体の土質構成と締固め度を推定する。

（１）堤体の土質構成

一般に，間隙率と水分飽和度が同じであれば土質地盤

の細粒分が多いほど比抵抗は低くなる。一方，細粒分が

少なくなる，または礫質な部分が多くなるほど比抵抗は

高くなる。これは細粒分が多いほど粘土鉱物が多くなる

ためと考えられている。したがって，電気探査により得

られる地盤の比抵抗が低くなることは，粘土鉱物が多く

なることと考えられるため，地盤の比抵抗値から堤体土

質を推定することが可能である。図－9に地質・土質と

比抵抗の関係12）を示す。

（２）堤体の締固め度

地盤のS波速度は地盤のN値との関連があり，地盤の

締まり具合を反映していると考えられるため，地盤が緩

んでいる場合にはS波速度は小さな値を示す。したがって，

S波速度の大小から地盤の締固め度を推定することができ

る。図－10はS波速度とN値の関係を示したもので，両

者の間にはいくつかの経験的な関係式が求められている。

代表的なものに今井他（1975）13）がある。今井他（1975）

の経験式を以下に示す。

このような経験式を用いることによりS波速度から地

盤のN値を算出することができる。また，算出された地

盤のN値から，Terzaghi-PeckによるＮ値と相対密度の関

係（表－3）14）などを用いて地盤の相対密度を推定するこ

とができる。
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図－ 9     地質・土質と比抵抗の関係 12）

Fig. 9      Resistivity of various kinds of rock and soil

図－ 10   S 波速度とN値の関係（今井他 1975） 13）

Fig. 10    Relationship between Vs and N-Value
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（３）堤体の土質と締固め度の同時区分

S波速度と比抵抗の2つのデータを用いて，堤体土質と

締固め度を同時に区分することを試みた。

まず，砂の比抵抗を表す式として知られているアーチ

ーの式を用いて比抵抗の変化の様子を調べる。アーチー

の式は(4) 式で表される関係式で，地盤の比抵抗は，地盤

中の間隙にある水の比抵抗と間隙率，および飽和度によ

って決まるというものである。

 

（アーチーの式）

ここで，R は地盤の比抵抗，R
W
は間隙水の比抵抗，φ

は間隙率，S は飽和度，a,m,nは定数である。ここでは一
般的な値として a=1, m=2, n=2 を用いた。
アーチーの式からわかるように，地盤の比抵抗は多く

のパラメータによって変化する物性であるが，間隙水の

比抵抗，飽和度が一定と考えれば，間隙率の関数と見な

すことができる。洪水時のように水が流動している場合

や沿岸域を除けば，堤防付近の間隙水はそれほど劇的に

は変化していないと考えられるため，間隙水比抵抗と飽

和度が一定という仮定もそれほど乱暴な仮定ではないと

思われる。一方，S波速度も間隙率の関数と見なすことが

できるため，S波速度と比抵抗の関係は図－11のような

傾向を示すと考えられる。

堤体内の S 波速度と比抵抗のデータのクロスプロ

ットを図－ 12 に示す。用いたデータは，天端測線で

実施した表面波探査結果の深度 3.5m までの平均 S 波

速度と，オームマッパーの結果の深度 3.8m までの平

均比抵抗値である。

図－ 11 のような関係をもとに，図－ 12 のクロス

プロットから土質と締固め度を区分することを考え

る。比抵抗データの最大値は 340ohm-m 程度であり，

礫質土とするには比抵抗の値がやや小さい。そのため，

境界値を 110ohm-m として，粘性土と砂質土に土質

を区分した。データ中に一部，S 波速度が大きくなる

につれて比抵抗が低くなる傾向を示すデータが見られ

た。これは，鉄筋を含むコンクリートの構造物を示し

ていると判断した。

砂質土の中には，粘性土と判断した部分よりも小さ

な S 波速度を示す部分がみられた。このような部分

は砂質でかつ緩んだ堤体部と判断でき，堤体の安全性

を考えた場合には要注意箇所と考えられる。逆に，砂

質土の中でも S 波速度が特に大きい部分も見られた。

このような部分は，その場所だけでは健全な堤防と

判断できるが，緩んだ部分と隣あう位置にあれば，境

界部分が逆に弱くなることも考えられる。このような

考えのもとで，砂質土と判断した部分から，境界値を

0.175km/s と 0.230km/s としてさらに土質を区分し

た。この値はそれぞれN 値が１と15 程度に相当する。

図－ 13 に土質区分に用いた表面波探査とオームマ

ッパーの結果，および土質区分結果図を示す。

図－ 11 S 波速度と比抵抗の関係の概念図

Fig. 11 Typical relationship between Vs and resistivity 

表－3 Terzaghi-PeckによるN値と相対密度（砂質土の場合）14）

Table 3 Terzaghi-Peck N-value and relative density (sandy soil)

図－ 12 S 波速度と比抵抗のクロスプロット（天端測線）

Fig. 12 Vs and resistivity crossplot (Crown)
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４．２　基礎地盤の評価

基礎地盤の土質が砂質土や礫質土の場合には，洪水中

にパイピングを生じる可能性がある。そのため，基礎地

盤を評価する場合にも堤体と同じく土質の推定が重要と

なる。また，旧河道や落掘のような要注意地形の分布箇

所を特定することが重要となる。ここでは，天端測線の

データと同様に，オームマッパーによる比抵抗と表面波

探査によるS 波速度のクロスプロットから基礎地盤の土

質区分を試みた。また，物理探査結果に基づいて要注意

地形の分布箇所の推定を行った。最後に，物理探査結果

をもとに既存の地質断面図を更新し新たな地質断面図を

作成した。

（１）基礎地盤の土質構成

図－14 に堤外測線の表層部分のS 波速度と比抵抗のク

ロスプロットを示す。比較として，天端測線の同様のデ

ータもあわせて示す。なお，用いたデータは天端測線の

場合と同様，表面波探査結果の深度3.5m までの平均S 波

速度と，オームマッパーの結果の深度3.8m までの平均比

抵抗値である。

図－14 から，堤外測線と天端測線とではデータの分布

がやや異なることがわかる。これは，堤外測線では地下

水位が高く地盤の飽和度が高いため，比抵抗の値が低く

なっていることによる。また，S 波速度も全体的に小さく

なっており，これは締まり具合が堤体よりも低いか，ま

たは堤体と基礎地盤では構成土質材料が異なることによ

ると考えられる。ただし，データの分布は天端測線とは

異なるものの，粘土，砂，礫と変化する傾向は図13 と同

様であり，S 波速度と比抵抗のクロスプロットから表層部

分の土質を推定できると考えた。

距離標7.4k の位置にある既存のボーリング土質柱状図

によれば，当該地点の土質は地表から砂，シルト，砂礫

が分布し，地表付近から4m 程度までの物性は砂層とシル

ト層の物性を反映していると考えられる。図－15 のクロ

スプロットでは，7.4k のデータのみ色を変えて表示したが，

7.4k のデータはやや高い比抵抗を示しており，粘性土と

いうよりは砂質土と粘性土の中間の値を示していると考

えられる。そこで，粘性土と砂質土の境界値を80ohm-m，

砂質土と礫質土の境界値を250ohm-m と推定し，基礎地盤

の表層の土質区分を試みた。比抵抗値から砂質土と推定

される部分でも，S 波速度は大きい部分と小さい部分が存

在するため，ゆるい砂質土，締まった砂質土として区別

した。

このようにして推定した基礎地盤の表層部の土質区分

結果を図－16 に示す。

図－14 S 波速度と比抵抗のクロスプロット（天端，堤外測線）

Fig. 14 Vs and resistivity crossplot (Crown, Riverside)

図－15 S 波速度と比抵抗値のクロスプロット（堤外測線）

Fig. 15 Vs and resistivity crossplot (Riverside)
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（２）要注意地形の分布

図－17 に航空写真と基礎地盤を対象に行った堤内およ

び堤外測線の表面波探査の結果（断面図）を示す。また，

図－18 に同じく航空写真と基礎地盤を対象に行った堤内

および堤外測線のオームマッパーの結果を示す。

既存資料によれば，調査範囲（左岸 6.0k～7.8k）内に

は旧河道が3 箇所存在する。しかし，治水地形分類図で

は不明であり，航空写真および現地踏査により旧河道位

置を推定したが，物理探査結果には特徴的な変化は見ら

れなかった。

物理探査結果を航空写真とあわせて見ることにより，

最も高比抵抗を示す位置が谷の出口にあたることから，

山から流れ出た礫質土が堆積しているのでないかという

ことが推測される。

（３）探査結果に基づく推定地質断面

ここでは，今回の物理探査の結果からこれまで述べて

きたＳ波速度と比抵抗のクロスプロットによる土質推定

手法を用いて基礎地盤の地質断面図を推定し，既往の推

定地質断面と比較する。

既存資料にある推定地質断面（図－19(a)）では，上流

側にかけて沖積粘土層（Ac）の下面が傾斜しAc 層が厚

く堆積している。Ac 層の下部は，沖積砂礫層（Ag）となり，

Ag 層の下面は逆に下流に向かって傾斜している。Ag 層

の下部は，粘土・砂互層（Ac およびAs），洪積砂礫層（Dg）

となっている。

このような推定地質断面図とオームマッパーから得ら

れた比抵抗断面（図－19(b)），表面波探査から得られたS 

波速度断面（図－19(c)）を見比べると，推定地質断面に

比べて探査結果の方が変化に富んでいる。これらの物理

探査の結果が地質情報を反映していると考えると，物理

探査の結果を用いてより詳細な地質断面図を作成するこ

とが可能と考えられる。そこで，ここでは以下の手順に

基づいて，新たな地質断面図を作成した。

① 断面全体について，比抵抗とS 波速度のクロスプロ

ットを作成する（図－20）。これまで行ってきたクロスプ

ロットは，特定の深度までの平均値を用いてきたが，こ

こでは水平方向4m，深度方向約1m の大きさのセル一つ

一つについて比抵抗とS 波速度を抽出してクロスプロッ

トを行った。

② 図－15 に示した基礎地盤に対するクロスプロットと

同様に，各セルのデータを分類する（図－20）。ここでＳ

波速度については，7.4km 地点のNo.2 のボーリングデー

タを参考に，Ｓ波速度240m/s 以上は洪積砂礫層と分類し

た。S 波速度200m/s～240m/s の範囲では，比抵抗80Ω・

ｍ以下は硬い粘土，比抵抗80Ω・ｍ以上は沖積砂礫層と

分類した。

③ 図－20 に示した分布を断面に戻す（図－19(d)）。図

中の地盤分類の色は図－20 の各点の色と同じである。

④ 図－19(d)に示した分類図を層区分して最終的な地

質断面図とする（図－19(e)）。なお，No.2 のボーリングで

は深度10～15m の範囲でN 値が小さく，沖積粘土層と

砂層の互層と分類されているが，図－19(d)に示した分類

ではこのN 値の低い層は見られない。ここでは，ボーリ

ングの土質分類を用いて，深度10m 以深に沖積粘土層と

砂層の互層が存在するとした。

既往の推定地質断面（図－19(a)）と物理探査結果から

推定した地質断面図（図－19(e)）を比較すると，堤体下

の沖積粘土層が下流側で薄くなる点や，砂礫層上面が下

流側で浅くなる点など，大局的な傾向は一致しているこ

とがわかる。しかし，物理探査から推定した断面では測

線の下流側には浅部に砂層が存在することや，洪積砂礫

層の上面深度が場所によって大きく異なる点など，既往

の推定地質断面に比べて詳細な情報が得られている。現

時点では開削調査などが行われていないため，上記の推

定が正しいかどうかは不明であるが，このような複数の

物理探査手法とボーリングのデータを併せて解釈する手

法は，堤防沿いの基礎地盤の連続的な断面を得る手法と

して有効であると考えられる。
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図－ 19 探査結果をもとにした新しい地質断面の作成手順

Fig. 19 Procedure of making a new geological profile based on geophysical survey results
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図－ 20 S波速度と比抵抗のクロスプロット

Fig. 20 Vs and resistivity crossplot

表－ 4　土質区分に用いた物性値の範囲

Table 4　Vs and resistivity ranges used for the soil discrimination in the study
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５．物理探査の適用性の評価

本実験を行った時点では堤体や基礎地盤に関して提示

されている資料が十分ではないため，実際の土質との対

比などによる各調査手法の客観的な評価を行うことは困

難である。最終的な評価は今後の開削調査の結果を踏ま

えて行う予定であるが，現時点で本実験地において提示

されている情報との比較や，これまでに行ってきた他の

調査地での調査実績などを考慮して，今回の実験によっ

て新たに得られた知見や現時点における各調査手法の評

価についてまとめる。

５．１　各調査手法の結果のまとめ

■オームマッパー

電気探査より分解能は劣るものの，ほぼ同じような比

抵抗構造が得られた。既存資料や表面波探査結果との比

較などからも概ね堤体および基礎地盤の土質構造を把握

できた。特に堤体および基礎地盤の土質の推定には表面

波探査との併用が有効と考えられる。 
■表面波探査 

既存のボーリング結果とは概ね整合しておりN 値とS 

波速度の相関も良いことから，堤体および基礎地盤の強

度をある程度把握できたと考えられる。オームマッパー

の結果とも整合しており，概ね堤体および基礎地盤の土

質構造を把握できた。特に堤体および基礎地盤の土質の

推定にはオームマッパーとの併用が有効と考えられる。
■EM 探査 

EM 探査により得られた相対的な導電率は，既存の資

料やオームマッパーの結果と概ね対応している。ただし，

絶対的な比抵抗値を求めることは困難である。 
■比抵抗２次元探査（電極設置方式） 

既存資料や表面波探査結果との比較などからも概ね堤

体および基礎地盤の土質構造を把握できた。

５．２　総合評価

今回の実験に用いた各探査手法の長所・短所，制約条件，

探査効率などを表－5にまとめた。 

先に述べたように，現時点では調査結果を客観的に評

価する十分な資料がないことから，これまでの適用実績

なども考慮して各手法を評価する。

表面波探査については，調査の簡便性，堤体や地盤の

強度を把握する能力がある点に加えて，これまでの調査

実績 15）16）17）18）も考慮して有効と評価できる。

オームマッパーはこれまでの適用実績は少ないが，今

回の調査を通じて概ね電気探査と同等の結果が得られる

見通しが得られた。これより，オームマッパーは，長い

延長を短時間に実用上十分な精度で土質を区分する手法

として評価できる。

EM 探査については，これまでの堤防調査に対する実績

も少なく，今回の調査でも現時点では有効性を評価する

十分な資料がないために，現時点での評価は困難である。

６．河川堤防調査における非破壊調査の適用方法に関す

る提案と今後の課題

今後の非破壊調査の適用方法について，現時点で考え

られる方向性と今後の課題を示す。

６．１　堤防縦断方向の土質構造の把握

堤体および基礎地盤の土質区分や土質構造を縦断方向

に概略的に把握することを目的として非破壊調査を実施

することは，非破壊調査の特徴や有効性を最も生かすこ

とができる適用方法と考えられる。

堤体に対しては，土質判別の容易さ，調査効率等から

考えると，オームマッパーによる比抵抗探査が最も優位

と考えられる。今回の調査ではその有効性はまだ確認さ

れていないが，既往の適用事例 19）20）によると土質判定の

適合度は比較的高いと考えられる。また，地表に電極を

設置する手間が不要となるため，従来の比抵抗探査手法

に比べて調査効率が圧倒的に高く，また舗装道路上でも

測定できることが最大の特徴である。さらに，表面波探

査を同時に実施すれば，堤体の密度に関する情報も加わ

るため，堤体土質をより多角的に判別することが可能と

なる。

一方，基礎地盤に対しては，地下水位が地表近くから

分布している場合が多く，そのような条件下では，比抵

抗を利用した探査より表面波探査の適用性が高いと考え

られる。表面波探査では，Ｓ波速度の２次元断面が得ら

れ，一般的には各土層の硬軟の違いが明瞭なほどその適

用性は高い。また，比抵抗探査についても，砂礫層など

顕著に大きな比抵抗を示す地層が分布するような状況が

想定される場合には，併せて実施しておくことが有効と

考えられる。

実際の調査において非破壊調査を有効に利用する方策

としては，以下の方法が考えられる。

① 堤防天端，堤外側および堤内側小段（堤防の規模が

小さく小段がない場合にはのり尻）の３測線につい

て，堤防縦断方向にオームマッパーによる比抵抗探

査と表面波探査を実施する。但し，堤防のり小段ま

たはのり尻の測線については，既往の地質調査結果

等から，基礎地盤の比抵抗の変化が小さいことが想

定される場合には，オームマッパーによる比抵抗探

査は省略する。

② 探査結果をもとに堤体と基礎地盤の縦断方向の概略

の土質分布を推定する。

③ 推定された堤体土質および基礎地盤の縦断方向の土

質分布から，浸透に対する安全性を評価するための
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区間設定や安全性照査を実施する断面を選定する。

また，旧河道等の要注意地形が分布する箇所では，

それらの分布範囲を推定する。

④ 選定した代表断面においてボーリングまたはサウン

ディングによる横断方向の詳細調査を実施する。

６．２　堤防横断方向の土質構造の把握

堤体の横断方向の土質構造を把握することは，築堤履

歴が複雑であればあるほど難しく，堤防横断方向に数本

のボーリングを実施したとしても正しく推定することは

困難な場合が多い。したがって，このような目的に対し

て非破壊調査を適用することは，ニーズとしては高いも

のと考えられるが，これまでの経験では満足な結果が得

られない場合が多い。堤体は，一般的に表層付近は乾燥

状態に，中心部では湿潤状態にあることから，同じ土質

であってもその含水状態により比抵抗が大きく変化し，

探査結果の解釈を著しく難しいものにしている。そのため，

数本のボーリングあるいはサウンディングを併用せざる

を得ず，結果としてコスト縮減にはあまり寄与しない可

能性が高い。したがって，現時点における非破壊調査の

適用性は，堤防横断方向の調査よりも堤防縦断方向の調

査のほうが高いと考える。

６．３　構造物周辺の緩みや空洞の検出

樋門等構造物の周辺部における緩みや空洞の有無を把

握する目的に対しては，対象とする構造物を中心に，堤

防縦断方向に表面波探査および比抵抗探査を実施するこ

とにより，異常箇所を抽出できる可能性がある。この場

合の比抵抗探査は，詳細な情報を得るために電極方式とし，

電極間隔をできるだけ密に設定する必要がある。

６．４　堤体内や基礎地盤内の異物や空洞の検出

堤体内あるいは基礎地盤内に異物や空洞が存在するこ

とは稀であり，これらを何も情報が無い状態で検出する

ことは困難と考えられる。この種の調査は，たとえば堤

防に変状や漏水等が発生した際に，その原因調査の一環

として，範囲を限定して実施するケースが想定される。

この種の探査には，通常地中レーダが適用されているが，

原理的にはＥＭ探査の適用も可能と考えられる。レーダ

探査の適用性を高めるために，周波数の異なる複数のア

ンテナを用いたり，周波数可変の装置を用いたりする等

の工夫が行われている例もある。

以上より，河川堤防における非破壊調査手法の適用案

について表－6 にまとめる。

６．５　今後の課題

今後の課題としては，以下の事項が挙げられる。

・ 調査事例の蓄積が少ないことから，探査結果から土

質判定を行う場合の解釈技術が不足している。

・ 堤体の浸透やすべりの問題では，のり面表層付近の

土質が大きな影響を及ぼす。そのため，オームマッ

パーについては，のり面上でも縦断方向にケーブル

を牽引できるようにするなど，測定方法の改良等が

必要である。

・ 現状では横断方向を効率よく測定できる手法がない。

将来的には，新しい非破壊調査手法の開発，各種の

調査手法の組合せ，解釈技術の向上等により，堤体

の横断方向の土質構造をより高精度でかつ効率的に

把握できる調査手法の実用化が期待される。

・ 旧河道等の要注意地形が分布する箇所において，非

破壊調査の結果とボーリング等による調査結果を対

比した事例を蓄積し，非破壊調査結果の解釈技術を

向上させる必要がある。

・ 抜け上がりが確認されている樋管での非破壊調査結

果と，開削調査やボーリング，サウンディング等に

よる詳細な調査結果とを対比した事例を蓄積し，非

破壊調査結果の解釈技術を向上させていくことが必

要である。

７．まとめ

堤防における効率的な非破壊調査手法としての物理探

査の適用性評価実験を行った。電気探査，表面波探査な

どの複数の探査を行ったところ，それら探査結果同士は

よく対応する結果となり，信頼性の高い結果であると判

断できる。しかしながら，物理探査結果のみでは堤防の

評価には用いることができないため，物理探査結果から

堤防の評価に必要な物性や状態を抽出するための解釈技

術が重要である。今回実験を行った現場では今後堤防開

削が予定されており，実際の土質と探査結果との比較を

行う予定である。このような事例を収集・分析すること

により，今後はより有効に物理探査を適用することが可

能になると考える。
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表－ 6 河川堤防における非破壊調査手法の適用方法（案）

Table 6 An application of nondestructive investigation for levee(proposal)
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